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北海道デジタル人材育成推進協議会の取組

これまでの
主な取組

2.デジタル人材育成機能の強化 【取組2】

（1）カリキュラムの強化
①「既存PBLケースバンク」の設置、及び大学・高専PBLニーズと企
業課題等のマッチングの実施
②大学等におけるデジタル関連の教育プログラムの強化 など

（2）大学等への実務家教員派遣の仕組みの構築
①実務家教員派遣希望に対する企業マッチングの実施
②「実務家教員派遣ケースバンク」の設置
③実務家教員による講義の動画コンテンツの制作 など

（3）道内企業（社会人）のリスキリングの推進
・教育界のリスキリングの概要、既存育成メニューの情報発信 など

3.道内企業への就職促進 【取組3】

（1）道内学生と企業との接点拡大の取組
・「教員×企業」・「学生×仕事」・「学生×経営者」
ほっかいどうデジタル人材 【つなぐ】 就職促進パッ
ケージの実施
①教員向け合同企業説明会「教員×企業」
②実践的インターンシップ支援「学生×仕事」
③焚火トーク「学生×経営者」

（2）U・I・Jターン希望者への情報発信

⚫ 北海道経済産業局は、産業界、教育機関、行政機関等で構成する「北海道デジタル人材育成推進協議

会」を2023年3月に設置（地域ブロックでは全国唯一）。

⚫ 本協議会では、デジタル田園都市国家構想で掲げる、2026年度末までにデジタル人材230万人育成に寄

与するために、北海道から優秀なデジタル人材を数多く輩出するとともに、今後の道内デジタル産業の発展の

ためにこれら人材の地元就職も強化。

1.デジタル人材のターゲティングとカリキュラムの検討 【取組1】

「産業界が求める人材」と「教育界が育てる人材」のマッチング及び本協議会で
扱うデジタル人材像の設定

双方人材像・ニーズの
適合性の確認・可視化・調整

4.参画機関のネットワーク強化・提供プログラムの相互活用 【取組4】

2023年度終了

継続中 継続中

継続中

（1）協議会参画機関が実施する、デジタル人材育成に関連する情報等を発信するメルマガの継続配信
（2）協議会参画機関が提供するプログラムとの連携
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教
育
機
関

1 国立大学法人北海道大学

2 国立大学法人室蘭工業大学

3 国立大学法人北海道国立大学機構小樽商科大学

4 国立大学法人北海道国立大学機構帯広畜産大学

5 国立大学法人旭川医科大学

6 国立大学法人北海道国立大学機構北見工業大学

7 公立はこだて未来大学

8 公立千歳科学技術大学

9 札幌市立大学

10 旭川市立大学

11 札幌大学

12 札幌学院大学

13 北海学園大学

14 北海道科学大学

15 北海道情報大学

16 北星学園大学

教
育
機
関

17 北海道医療大学 ★

18 函館工業高等専門学校

19 苫小牧工業高等専門学校

20 釧路工業高等専門学校

21 旭川工業高等専門学校

産
業
界

22 北海道経済連合会

23 一般社団法人北海道商工会議所連合会

24 一般社団法人北海道IT推進協会

25 一般社団法人北海道機械工業会

26 公益財団法人北海道科学技術総合振興センター

行
政
機
関

27 北海道

28 札幌市

29 文部科学省（高等教育局 専門教育課）

30 経済産業省（商務情報政策局 情報技術利用促進課）

事務局
経済産業省北海道経済産業局
（地域経済部 製造・情報産業課）

※2026年3月3日現在

参画機関一覧（順不同）
★ 2025年度ワーキンググループ会議（2025.7.10）以降に参画した機関



2025年度取組報告
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デジタル人材育成機能の強化 
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2026年度見込み

2025年度実務家教員
派遣等を実施した大
学・高専は、2026年
度ほぼ継続の見込。
加えて、旭川市立大学
（1講義）および札幌
大学（1講義）から、
新規のマッチング希望
が寄せられている。

講義数・受講人数
は、2024年度と比
較して約2倍に増加

2025年度 大学・高専への実務家教員派遣等のマッチング状況
区分 学校名 講義名 期 対象 人数 実課題提供＆実務家教員派遣 企業名

PBL
北海道大学 データ活用特論C 前期 博士課程および修士課程 15名 日本電気（株）官公インテグレーション統括部

苫小牧高専 宇宙科学概論 前期 第4学年 30名 SPACE COTAN（株）

実務家
教員派遣

北海道大学 データ活用入門A 前期
学部２～４年次、修士・博士
課程大学院生

20名
①日本電気（株） スマートシティ統括部
②（株）NTTドコモ コンシューマサービスカンパ
ニー データプラットフォーム部

室蘭工業大学

情報セキュリティ特論 前期 博士前期課程１年次・２年次 230名 （株）北海道銀行

工学技術者倫理 後期 学部３年（数理情報システムコース） 100名
①トヨタ自動車北海道（株）
②日鉄ソリューションズ北海道（株）

北見工業大学

情報セキュリティ基礎 前期 学部２年次 410名 北海道ガス（株）

情報セキュリティ特論 前期 博士前期課程１年次 120名 （株）澄川工作所

PythonプログラミングⅡ 前期
情報デザイン・コミュニケーション
工学コース 学部３年次

90名 日鉄ソリューションズ北海道（株）

ソフトウェア工学 後期
情報デザイン・コミュニケーション
工学コース 学部３年次

45名 （株）インセンブル

札幌大学 産業情報各論 後期 地域共創学群 2 年生以上 65名 （株）岩谷技研

北海学園大学
基礎演習 前期 工学部電子情報工学科１年次 70名 エコモット（株）

計算機実習Ⅱ 後期 工学部電子情報工学科２年次 80名 フェンリル（株）

北海道科学
大学

AI入門 前期 工学部情報工学科２年次 107名 NECソリューションイノベータ（株）北海道支社

ソフトウェア工学Ⅱ 後期 工学部情報工学科３年次 70名
①NECソリューションイノベータ（株）北海道支社
②（株）エルムデータ
③日鉄ソリューションズ北海道（株）

情報工学実験Ⅲ 後期 工学部情報工学科２年次 110名 （株）ズコーシャ

苫小牧高専

道内DX企業見学会 前期 第３学年 20名 岩田地崎建設（株）

道内DX企業見学会※ 後期 第３学年 40名 石屋製菓（株）

道内宇宙ビジネス企業見学会※ 後期 第３学年 45名 SPACE COTAN（株）

AI・データサイエンスⅡ 前期 第３学年 200名 伊藤組土建（株）

旭川高専 数理・データサイエンス 後期 第３学年 160名 エコモット（株）

※苫小牧高専：道内工場見学旅行の一環で実施。

（参考）
2024年度実績

6校10講義
815人受講

2025年度実績

8校20講義
2,027人受講

★受講人数は、講義の定員数を基準に算出。
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（参考）実務家教員派遣等のマッチングの仕組み

▼マッチングまでの流れ

経済団体・企業大学・高専 北海道経済産業局

実務家教員派遣等
のニーズ収集 マッチング

実務家教員派遣等
のニーズに合った
企業募集・参加

大学・高専
ニーズ調査

派遣依頼
内容共有

ミーティング

企業募集
声掛け

大学・高専
企業との
個別面談
企業選定

講師手続
講義準備

講義実施

採択企業

経済団体

候補企業

希望大学・高専

経産局

「希望フォーマット」
⼊⼒・提出

派遣要請
企業の検討

希望大学・高専

経産局

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

北海道デジタル人材育成推進協議会 参画機関における【①～⑦】の役割

6



（参考）実務家教員派遣講義の事例紹介（2025年度開講分）
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学校名 室蘭工業大学

講義名 工学技術者倫理

担当
教員

大学院工学研究科・教授
塩谷 浩之 氏

企業名 トヨタ自動車北海道（株）

開講
内容

• DXとは何か
• 業務課題の発見と業務構成
• デジタル技術の活用事例
• DX人材に求められるキャリア

※全15コマ中1コマを担当

講義
風景

学校名 苫小牧工業高等専門学校

講義名 道内DX企業見学会

担当
教員

創造工学科・教授
高橋 労太 氏

企業名 岩田地崎建設（株）

見学内
容

• 北村遊水地排水門工事におけるデジタル活用
現場を見学

• 座学：建設業界における ICT・DX の動向、現
場での活用事例、今後の展開等を解説

• 実習：AR、ロボット、LRTK、安全支援アプリ 等
の最新技術を用いた実習を実施

見学
風景



実務家教員派遣等の学生アンケート結果

⚫ 学生アンケートでは、講義の理解度・満足度・学習への貢献性・企業への関心のいずれの項目でも
肯定的な評価が得られ、大学等が期待する講義内容を実務家教員が提供できたことが確認された。

⚫ 加えて、企業の実践的な取組や具体的な事例の紹介を通じて、学生の企業への関心が高まる効果も
見られた。

⚫ これらの結果から、昨年度に続き、2025年度も事業目的を果たすことができた。

※本結果は、アンケートを
取得できた講義の結果を単
純に積み上げたものです。
そのため、講義ごとに内容
やレベルが異なり、また受
講した学生もそれぞれ異な
ることから、直截的な解釈
は避け、参考値としてご覧
ください。
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⚫ 2025年度は、既存のPBLケースバンクに加え、実務家教員派遣講義のさらなる活用促進と、派遣に協
力いただいた企業のPR強化を目的として、「実務家教員派遣ケースバンク」を新たに設置し、北海道
経済産業局ホームページにて公開する。

「実務家教員派遣ケースバンク」の設置

9

当協議会でマッチングした実務家
教員派遣講義（18講義・22企業）
の情報を掲載予定であり、2025年
度内に公開を予定。

▼実務家教員派遣ケースバンクの掲載内容イメージ

経産局HPにて公開予定
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⚫ これまで、実務家教員の派遣等は協議会事務局が仲介役となり、産学間の個別マッチングを実施。

⚫ 今後、プログラムのさらなる拡大に向けては、産学双方が直接マッチングできる環境整備が必要。

⚫ 北海道大学と連携し、この課題を打開するため、産学双方が直接マッチングできるマッチングプラットフォームを整備中。

① 企業のシーズと大学・高専のニーズを相互に発信
し合う双方向型マッチングへ転換。

② ケースバンク等と連動させ、講義が単発で終わら
ず、複数機関で継続・展開される仕組みを構築。

③ 事務局の個別対応から、協議会ネットワークを活
用した共同型マッチングへ移行。

AFTERBEFORE

① これまでは、大学・高専から「講義に登壇してほしい企業」
を探す一方向的なマッチングが中心となっていた。

② 実務家教員派遣等による講義は単発で終わるケースが多く、
特定大学のみで完結してしまう傾向があった。

③ マッチングは、事務局である北海道経済産業局が仲介役とし
て個別に対応していた。

2026年度より▼（参考）2025年度までのマッチング方法

※当該プラットフォームの稼働開始時期は、2026年度下期を予定

実務家教員派遣等のマッチングプラットフォームの整備
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（参考）マッチングプラットフォームのイメージ

教育機関向けページのイメージ

産学
双方
から
連絡
可能

企業向けページのイメージ

⚫ 大学・高専は、これまで同様に実務家教員派遣等の“ニーズ”を登録でき、企業（経済団体を含む）がそれを確認して

応募し、マッチングへ進むことができる。

⚫ 企業側も自社が提供できる講義テーマや見学会、研究協力などの“シーズ”を登録でき、大学・高専はそれを検索して内

容を確認し、登壇依頼や個別連絡を行うことが可能となる予定。



（ア）北海道大学デジタルリスキリングプログラム(DREP)

目的
地域における人材全体のデジタルスキルレベルの
底上げとデジタル中核人材の育成

講義
メニュー

5ステージ・6コースで構成
①ステージ B ：デジタルベーシックコース
②ステージ１：デジタルリテラシーコース
③ステージ２：データ活用コース
④ステージ３：AIコース
⑤ステージ４‐１：地域課題解決コース(1)
⑥ステージ４‐２：地域課題解決コース(2) 
*①〜④はデジタルスキルの底上げ (オンデ
 マンド形式)
 ⑤⑥は学生もしくは教員と共に受講生が
 データを活用し課題解決に取り組むことで
 デジタル中核人材を育成 (オフライン形式)
※⑤⑥は①〜④の修了生が対象
詳細は＜13ページ＞参照
（2026年2月24日時点の情報を基に作成）

登録状況
2026年

2月24日時点

協定締結数：189企業・団体
受講登録者数：9,133名
※当協議会経由申込み数 28企業・団体

（イ）経済産業省「マナビDX」「マナビDXクエスト」

目的
地域企業・産業のDXの実現に向けたデジタル人材
の育成

講義
メニュー

①「マナビDX」
民間企業が提供するするe-ラーニングコンテン

ツのポータルサイト
②「マナビDXクエスト」ケーススタディ
教育プログラム
課題解決のプロセスを疑似体験するオンライン

教育プログラム
③「マナビDXクエスト」地域企業協働プロ
グラム
受講生がチームを作り、実際の企業の課題解決

に取り組む研修プログラム

詳細は＜14ページ＞参照

受講状況
2025年度実績

②：全国2,093名が受講、うち道内は27名
全国受講者のうち社会人の割合は約9割

③：全国390名が受講、うち道内は3名

道内企業（社会人）のリスキリングの推進
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⚫ 北海道大学リスキリングプログラム（DREP）と経済産業省「マナビDX」「マナビDXクエスト」を社会人向けリスキリン

グメニューとして推進。



（参考）北海道大学デジタルリスキリングプログラム(DREP)
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（参考）経済産業省「マナビDX」、「マナビDXクエスト」
⚫ デジタル田園都市国家構想の実現に向け、地域企業のDXを推進するデジタル人材を育成するプラットフォームを構
築し、企業内人材（特にユーザー企業）や個人のリスキリングを推進。

⚫ 民間企業等が提供する教育コンテンツ・講座を一元的に集約・提示するポータルサイト「マナビDX」の整備に加えて、
「マナビDXクエスト」 （ケーススタディ教育プログラム及び地域企業協働プログラム）を提供し、DXを推進する実践
人材を育成。

＜デジタル人材育成プラットフォーム＞

（３層）地域企業協働プログラム
デ
ジ
タ
ル
人
材

ビジネス
アーキテクト

データサイ
エンティスト

ソフトウエア
エンジニア

デザイナー

（２層）ケーススタディ教育プログラム
➢ データ付きのケーススタディ教材を用い、受講生

同士の学び合いを通じて、課題解決のプロセスを疑似体
験するオンライン教育プログラム。 

サイバー
セキュリティ

社
会
人
・
学
生

➢地域企業と協働し、実際の企業の課題解決にチームで
取り組むプログラム。 

地域・企業・大学

協力・支援

➢ デジタル人材に求められるスキルを自ら学べるよう、スキル標準
に対応した教育コンテンツを提示。

➢ 厚労省の助成対象コンテンツを多数掲載。

（１層）オンライン教育サイト

スキル標準
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道内企業への就職促進 
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道内学生と企業との接点拡大への取組
⚫ 「道内企業をあまり知らない」などを理由に、大学生・高専生が道外へ流出。

⚫ 道内企業の認知度向上を目的とした企業・経営者・教員・学生との接点づくりを「ほっかいどうデジ
タル人材 【つなぐ】 就職促進パッケージ」として実施し、相乗効果を狙う。

「教員×企業」 ・「学生×仕事」・「学生×経営者」 ほっかいどうデジタル人材 【つなぐ】 就職促進パッケージ

（３）焚火トーク 「学生×経営者」
➢ 道内企業の経営者と学生が、焚き火を囲んで本音で話せる

環境を作り、学生が「経営者の想い」を感じ、受け取ることで、
学生と企業がより深くつながることを目的に実施

（２）実践的インターンシップ支援「学生×仕事」
➢ 学生にとって身に着けられるスキルが多いとされる実践的なイン

ターンシッププログラムの構築と企業に対する学生募集の支援
を行い、学生と企業との直接的接点をつくることを目的に実
施

企

業

と

学

生

の

関

係

性

よ

り

深

く

連

続

的

に

参

加

す

る

仕

組

づ

く

り

（１）教員向け合同企業説明会 「教員×企業」
➢ 学生の就職相談の役割を担う教員や就職担当職員を対象

とした道内企業の合同企業説明会を開催し、教員等と企業
とをつなげることで、学生と企業との間接的接点をつくることを
目的に実施

つなぐ
就職促進
パッケージ

企業・経営者

教員学生

・実践的インターンシップ支援
「学生×仕事」

・焚火トーク
「学生×経営者」

・教員向け合同企業説明会
「教員×企業」

アドバイス

相談

このパッケージを成立させるためには、学生が身近に相談でき、
アドバイスを受けられる、教員の積極的な関わりが重要



大学・高専の教員・職員向け合同企業説明会 「教員×企業」
⚫ 道内企業と大学・高専の教職員の接点強化を目的に、（株）北海道銀行や北海道庁と連携して教職員向け合
同企業説明会を実施（20社、12校が参加）。

⚫ 昨年度のアンケート結果を踏まえ、今年度は対面開催に加えて交流会や個別面談、学生参加、学校からの情報発
信を取り入れ、接点づくりの効果を一段と高めた。

事前サポート 説明会・交流会の開催 事後サポート

本説明会の参加企業を対象に、企業の強みを

明確に伝えるためのオンライン事前研修を実施。

＜開催概要＞

日時：2025年10月7日（火）

参加者：登壇する全企業

講師：キャリアフォローアカデミー（株）

  代表取締役 藤塚 優子 氏

就職・キャリア支援教職員を対象に、新卒者への期待や自社

DX取組を紹介する説明会・交流会を実施。

＜開催概要＞

日時：2025年11月5日（水）

場所：さっぽろテレビ塔（オンライン併用）

参加者：企業20社、教職員12校・19名、学生4校・20名

①連絡先一覧の共有

相互に連絡を取り合えるよう

連絡先一覧を共有。

②個別面談マッチング支援

個別に面談を実施したい企業・学校を対象にマッチ

ング支援を実施。企業7社、学校1校から希望があり、

事務局が調整の上、後日面談を実施。
17

①オンライン開催、企業と教職員比が「1：多」によるコミュニケーション不足

②学生も参考になる情報が多いため、学生も視聴できる仕組みにしてほしい

③企業から学校への説明のみならず、学校から企業へ、各校の特徴や就職
実績等を教えてほしい

② 学生のオンライン視聴を可能に

③ 学校の就職状況等を記載した資料の配布

2024年度の課題やご意見 2025年度の改善内容

① 対面形式、交流会の実施、企業と教職員の個
別面談マッチング支援の実施

※学生は申込数

連絡先や面談を活用し、
講義登壇などの連携に
進んでいるケースもあり



大学・高専の教員・職員向け合同企業説明会 アンケート結果
⚫ 企業・教職員双方にとって有意義な場となり、接点づくりに貢献。採用活動や学生支援に活きる情報

交換が実現したのは、事前研修による準備と質疑応答の活発さが起因したと考えられる。

⚫ 一方で、対面参加の教職員が少なく交流機会が限られたことや、学校側から登壇企業の業界内・地域
内での位置づけに関する情報提供を求める声があったなど、課題も見られた。

18



参加企業（20社） 参加教育機関（12校）

（参考）説明会の参加企業・参加教育機関一覧
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情報通信業

（株）I・TECソリューションズ ［苫小牧市］

（株）アクセスネット ［札幌市］

（株）エクサネットHAL ［札幌市］

富士フイルムビジネスイノベー 
ションジャパン（株）北海道支社

［札幌市］

（株）プリズム・メディカル ［札幌市］

（株）北海道キューブシステム ［札幌市］

（株）ログオンシステム ［札幌市］

製造業

（株）エルムデータ ［札幌市］

（株）希松 ［札幌市］

光生アルミ北海道（株） ［苫小牧市］

シンセメック（株） ［石狩市］

（株）ダイナックス ［千歳市］

（株）中央ネームプレート製作所 ［札幌市］

電制コムテック（株） ［江別市］

（株）ニッコー ［釧路市］

北海道コカ・コーラボトリング
（株）

［札幌市］

卸売・小売業

（株）FUJI ［札幌市］

（株）三ッ輪商会 ［釧路市］

その他

（株）トータルデザインサービス ［札幌市］

日本マーテック（株） ［釧路市］

大学・高専名
教職員
(19名)

学生
(20名)

北海道大学 3名 1名

室蘭工業大学 2名 -

北見工業大学 1名 -

札幌市立大学 3名 1名

札幌大学 1名 1名

北海学園大学 3名 17名

北海道科学大学 1名 -

北海道情報大学 1名 -

北星学園大学 1名 -

苫小牧工業高等専門学校 1名 -

釧路工業高等専門学校 1名 -

旭川工業高等専門学校 1名 -
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実践的インターンシップ支援「学生×仕事」
⚫ インターンシップ導入・強化セミナーでは、インターンシップの基礎やトレンド、道内の事例を紹介。 企業がインターンシップの

価値を理解し、新卒採用の手段として導入を検討できる場を提供する。

⚫ インターンシッププログラム構築支援は、計３回実施し、受入れ時の注意事項・準備・プログラム設計・募集要項作成まで

をサポート。

企業が学生に選ばれるインターンシッププログラムを構築できるよう支援する。インターンシップ導⼊・強化セミナー
（企業向け）

インターンシッププログラム構築支援
（企業向け）

日程 2026年2月4日（水） 2026年2月9日（月）〜3月27日（金）

回数 1回 3回

方法 オンライン オンライン

対象 新卒採用に課題があり、学生との接点創出・
拡大のためにインターンシップの仕組みを
積極活用したい道内企業 

インターンシップ導入・強化セミナーに参加し、自
社でインターンシッププログラムを構築したい道内
企業（４社）※参加企業は次ページに掲載

内容 ＜第一部＞
★講演① 講師：浜中氏
「インターンシッププログラムを通じた企業の
成長」
★講演② 講師：中野氏
「インターンシップと学生のリアル」
＜第二部＞
★トークセッション 講師：浜中氏・中野氏
・インターン生受入事例紹介

受入企業：東興アイテック（株）
・ディスカッション

★第一回（集合研修）講師：中野氏・事務局
・インターンシップの募集要項作成に向けた
ポイント説明

・インターンシップ受入れに向けた必要準備
（工程、書類）
★第二回（個別開催） 講師：事務局
・受入れプログラムのブレスト
★第三回（個別開催） 講師：中野氏
・講師による募集要項ドラフトへのフィードバック

講師プロフィール

北海学園大学在学中に、
新規事業やテストマー
ケティングなど０⇒１
に特化した実践型イン
ターンシップの企画と
マッチングをスタート。
在学中にNPOを設立し、
以降、地域と若者の挑
戦機会をコーディネー
トし続ける。

NPO法人北海道エンブリッジ 代表理事
浜中 裕之 氏

一般社団法人さーもんず／インターンシップ
コーディネーター
中野 智文 氏

SAPPORO Incubation Hub 
DRIVEでコミュニティマ
ネージャーを務めたのち、
現在は「北海道移住ドラ
フト会議」の広報や、学
生向け長期インターン
シップのコーディネー
ターとして活動。



インターンシップ導入・強化セミナー アンケート結果
⚫ 「インターンシップにおける学生の視点を知ることができ、参考になった」「長期インターンシップの有効利用について理解
できた」といった意見があり、満足度および理解度において７～８割程度と高い結果となった。

⚫ 一方で、「５日間までの短期インターンシップに関する導入的な内容をより詳しく知りたかった」との意見もあり、より初
歩的な情報へのニーズが高いことも確認された。
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満足度 理解度

セミナー開催済み
約40名が参加

インターンシップに関心
のある、製造業・情報通
信業・建設業など、道内
の幅広い業界・業種の皆
さまが参加！

企業名 業種 概要

アートシステム（株） 情報通信業
自治体向けシステムソリューション、システム開発、
ホームページ製作、ネットワーク構築等

（株）エクスプローラ 受託開発・製造業 医療・産業・通信機器分野等の電子機器の設計・製造

（株）つうけん 通信建設業 通信・社会基盤インフラの整備、ICTソリューションの提供等

（株）三ッ輪商会 卸売・小売業 エネルギー・建材・機械等を扱う総合商社

（開催中）インターンシッププログラム構築支援の参加企業

インターンシップを
“ゼロから構築”したい
企業既存のプログラム
を“さらに磨き上げた
い”企業が参加！



大学・高専経由でのインターンシップ学生募集に関するガイドブックの作成
⚫ 大学・高専を通じたインターンシップ登録方法に関する情報を集約し、ガイドブックを作成する。このガイドブックを企業が
活用することで、インターンシップ学生募集の登録を促進させる。

⚫ 本ガイドブックは、協議会参画の経済団体と連携しながら企業への周知を図り、2026年度の夏季インターンシップに向
けて活用を促進させる。

• 学校が取りまとめるインターンシップは、

単位化されることも多く、学生の参加意

欲が高まりやすい傾向がある

• 企業は自社の採用体制を考慮し、希

望する学校に申し込むことができる

企業が効率的にインターンシップ情報を登
録できるようにすることで、「学生と企業」、
「学校と企業」の接点が拡大

本取り組みのメリット

(イメージ）大学・高専経由でのインターン学生募集

本取り組みの概要

2025年度は、本ガイドブックを
作成。2026年度のインターン
シップに向けて企業が活用。

「大学・高専経由でのインターンシップ学生
募集に関するガイドブック」を企業が活用し、

登録を促進

2025年度内に
北海道経済産業局
ＨＰにて公開予定
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ガイドブックの掲載内容イメージ

◆ 01. はじめに

◆ 02. 昨今の学生のインターンシップ等への参加状況

◆ 03. インターンシップの定義について

◆ 04. インターンシップに取り組むメリット

◆ 05. 道内企業のインターンシップ取組事例

◆ 06. インターン登録方法、大学・高専がとりまとめ

 るインターンシップの種類

◆ 07. 本協議会の参画機関におけるインターンシップの

 関連情報

▼企業が活用できる情報を掲載
例：インターンシップの定義について

▼例：北海道デジタル人材育成推進協議会の参画機関
におけるインターンシップの関連情報

▼インデックス（目次）

＜補足＞
大学・高専のインターンシップ登録情報以外に、
「学生のインターンシップの参加状況」、「インター
ンシップの定義」、「メリット」、「取組事例」など企業
がインターンシップを活用する際に参考となる情報
を併せて掲載。
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焚火トーク「学生×経営者」

概要

日時：2025年11月8日（土）

会場：焚き火BAR ALBERT（札幌市）

主催：北海道経済産業局、（一社）北海道商工会議所連合会

共催：札幌商工会議所青年部

（参考）函館市独自開催

⚫ デジタル人材を採用したい道内企業の経営者とデジタル分野で活躍したい学生がより深くつながることを目的に、焚
火を囲んで本音で話す「焚火トーク2025」を開催し、道内から3社の経営者（実務責任者）と、11名の学生が参
加した（昨年度までに同様の取り組みを計4回実施）。

⚫ また、2024年度函館市等が共催した「焚火トークin函館」の開催をきっかけに、2025年度は、函館市が予算を獲
得し、独自に焚火トークを開催。
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概要

日時：2025年10月9日（木）

会場：函館五稜乃蔵

主催：函館市、産学官連携クリエイティブネットワーク

参加学生：13名（2校）

参加企業：4社（函館市内の企業）
参加学生（4校・11名） 参加企業（3社・3名）

北海道大学

札幌大学

北海学園大学

北海道科学大学

1名

2名

5名

3名

・Career Solution Labo.（コンサルタント）

代表 伊藤 真哉 氏

・CTCシステムマネジメント（株）（IT）

ソリューション開発本部 課長 中原 健一 氏

・（有）北創フーズシステム（卸売）

専務取締役 吉田 隆人 氏



⚫ 「普段の就職活動で聴ける話とは違った内容について聞く事ができて、良い経験を得る事ができた。」との学生か
らのコメントがあり、焚火を囲んだリラックスした雰囲気づくりが好影響を与えたものと考えられる。

⚫ この結果、多くの学生が地域の企業の多様な事業内容に興味を持つようになり、道内中小企業への関⼼を高め
る結果となったものと思われる。

46%

27%

27%

道内中小企業への関心（参加前）

とても関心があった

関心があった

どちらともいえない

N=11

46%
45%

9%

道内中小企業への関心（参加後）

とても関心が高

まった

関心が高まった

特に変化はない

N=11

67%

33%

満足度

⼤変満⾜した

満⾜した

N=3

64%

36%

満足度

大変満足した

満足した

N=11

学生

経営者

学生

学生

＜補足＞
参加前に「どちらともいえ
ない」と回答した3名全員
が、参加後は「関心が高
まった」と回答。
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焚火トーク2025 アンケート結果



参画機関のネットワーク強化

提供プログラムの相互活用
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協議会ネットワークを活用した人材育成プログラムの周知と活用促進

⚫ 協議会参画機関が実施するデジタル人材育成プ

ログラムやセミナーを紹介するメルマガを配信

し、各機関間での相互活用を促進。

⚫ また、経済産業省等が実施する人材育成事業

（未踏、AKATSUKI など）についても、参画大

学・高専に所属する学生の参加を促すため、積

極的に情報発信を行った。

◆ 2023年6月23日から配信スタート

◆ 配信登録者数：80名（2月26日現在）

◆ 配信数：78通（2月26日現在）
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➢ 右側に掲載しているような、学生が参加できるプロ
グラムを随時紹介しています。引き続き、教員の皆
さまから学生への周知にご協⼒をお願いします。

➢ また、参画機関が実施する様々なプログラムについ
ても、情報発信いたしますので、ぜひ事務局まで情
報をお寄せください。

▼学生が参加できるプログラムに関して2025年度は情報発信を強化
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内容
▼2026年3月4日（水）・5日（木）開催（北海道大学 クラーク会館）

1日目：企業側から課題の説明、学生グループによるワークショップ（アイデアソン）及び交流会
2日目：学生グループによるワークショップ（アイデアソン）、グループ発表・講評

参加企業

• （株）アクセスネット
• 伊藤組土建（株）
• （株）エルムデータ
• 札幌トヨタ自動車（株）
• CTCシステムマネジメント（株）

（札幌市）
（札幌市）
（札幌市）
（札幌市）
（札幌市）

• 電制コムテック（株）
• （株）NiTec
• フジテック（株）
• 北海道コカ・コーラボトリング（株）
• 北海道旅客鉄道（株）

（江別市）
（北広島市）
（札幌市）
（札幌市）
（札幌市）

参加学生 ▼道内４高専（本科生・専攻科生）及び北海道大学生 計40名程度（北大生はメンター役での参加）

主催 北海道大学MDSC 共催 本協議会、北海道大学大学院情報科学研究院

（参考）2024年度の北海道大学×高専アイデアソンの様子 （出所）https://hokkaido.kosen-campus.com/report/2nd/

⚫ 北海道大学は、企業からの課題に対して、道内の4つの高専の学生が解決策を考える「アイデアソン」を
開催（本協議会は共催）。北海道大学の学生はメンターとして参加。

⚫ 道内高専生及び北海道大学の学生・教員と道内企業との接点を作ることを目的として実施。あわせて、プ
ログラム内で企業の実課題解決に挑戦することから、デジタル人材の育成にも寄与。

⚫ 本協議会に参画する経済団体を通じて募集を行い、道内企業10社が参加。

北海道大学実施のプログラムとの連携（北海道大学×高専アイデアソン）

https://hokkaido.kosen-campus.com/report/2nd/
https://hokkaido.kosen-campus.com/report/2nd/
https://hokkaido.kosen-campus.com/report/2nd/


その他

29



2025年度ワーキンググループ会議で提案したKPI
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⚫ 当協議会の実務家教員派遣等のマッチング事業で実施する講義の受講者数を一つ目のKPI項目とする。

⚫ MDASHが適用されている学部・学科を卒業した学生※1の道内就職率の向上を二つ目のKPI項目とする。

⚫ 目標の設定年次は、基準値の年度から2026年度※2までとする。

⚫ 本日の議論の結果を踏まえ、2025年度開催の本会議までに設定し、公表を行う予定。

KPI項目
基準値

2024年度
目標値

2026年度
KPIの説明

①
PBL及び実務家教員派遣のマッチン
グにより実施する講義の受講者数

800人 2,000人

• 基準値出所：当協議会のマッチング事業を活用して当協
議会参画大学・高専が実施したPBL及び実務家教員派遣
講義の受講者数

• 目標値根拠：2025年度は2024年度の2倍、2026年度は
2024年度の2.5倍

②

数理・データサイエンス・AI教育プ
ログラム（通称MDASH）が適用さ
れている学部・学科を卒業・修了
した学生の道内就職率

（参考値※3）

54.4％
（参考値※3）

57.1％

• 基準値出所：当協議会参画大学・高専の数理・データサ
イエンス・AI教育プログラムが適用されている学部・学
科を卒業・修了し、就職した者のうち、道内企業へ就職
した割合目標値根拠：2024年度比5％増※4

KPI設定イメージ 【取扱注意】 下記基準値は、あくまで参考値です。了承後、正式な数値に置き換えます。

（※3）参考値とした理由：基準値は各大学・高専のホームページ情報の積み上げによるもの。2024年度の就職情報が更新されていない、大学・高専も
あるため、2023年度の情報で作成。さらに、ホームページだけではMDASHが適用されている学部・学科が判別できない場合があり、正確な数値を
抽出することができなかったため、「参考値」とした。また、この基準値を基にした目標値もあわせ「参考値」とした。

（※4）「5％増」とした根拠：北海道IT推進協会「ITレポート」中の「道内IT産業の従業者数」の過去5年間の増加数から、単年度平均値を算出（年
377名増）。目標年次まで毎年、同数増加することを見込むと、伸び率は3.2％となる。当協議会では、さらに1.8％をプラスした5％を目指すことと
し、「数理・データサイエンス・AI教育プログラムが適用されている学部・学科を卒業・修了した学生の道内就職率」の目標値の根拠とする。

（※2）2026年度までとした理由：デジタル田園都市国家構想のデジタル人材育成目標の最終年度に合わせ、2026年度までとした。

（※1）MDASH認定を受けていない大学・高専が新たに認定を受けた際には、卒業した学生数に加算する。
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KPI項目① 2024年度 2025年度 2026年度 KPIの説明

PBL及び実務家教員派遣のマッ
チングにより実施する講義の受講
者数

基準値
及び
目標値

800人
（基準値）

1,600人
（中間目標値）

2,400人
（最終目標値）

• 基準値：当協議会のマッチング事業を
活用して当協議会参画大学・高専が実
施したPBL及び実務家教員派遣講義の
受講者数

• 最終目標値：2025年度は2024年度
の2倍、2026年度は2024年度の3倍実績 815人 2,027人 －

2倍

3倍

KPI項目② 2024年度 2025年度 2026年度 KPIの説明

数理・データサイエンス・AI教育プ
ログラム（通称MDASH）が適
用されている学部・学科を卒業・
修了した学生の道内就職率

基準値
及び
目標値

49.8%
（基準値）

51.0%
（中間目標値）

52.3%
（最終目標値）

• 基準値：当協議会参画大学・高専の
数理・データサイエンス・AI教育プログラム
が適用されている学部・学科を卒業・修
了し、就職した者のうち、道内企業へ就
職した割合

• 最終目標値：2024年度比5％増実績 49.8% － －

2.5%増

5%増

KPIの設定について
⚫ 2025年度ワーキンググループ会議においてKPI設定について合意を得たことから、以下のとおり整理した。

⚫ KPI項目①については、2025年度の中間目標値1,600人に対し、実績は2,027人となり目標を大きく上回った。さ

らに、この実績が2026年度の最終目標値2,000人を既に超過したことから、新たな目標値を2,400人に再設定した。

⚫ KPI項目②については、2024年度の実績を基準値として設定した。2025年度の中間目標値に対する実績（2026年3

月末の卒業者に対する道内就職率）はまだ確定していないため、次年度にて改めて報告することとする。
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大学・高専名 MDASH認定状況

北海道大学 リテラシー/応用基礎

室蘭工業大学 リテラシー/応用基礎

小樽商科大学 リテラシー

帯広畜産大学 リテラシー

旭川医科大学 リテラシー

北見工業大学 リテラシー/応用基礎

公立はこだて未来大学 リテラシー/応用基礎

公立千歳科学技術大学 リテラシー/応用基礎

札幌市立大学 認定を受けていない

旭川市立大学 リテラシー

札幌大学 リテラシー

（参考）数理・データサイエンス・AI教育プログラム
（通称：MDASH）の協議会参画教育機関の認定状況について

出所（文部科学省/MDASH認定・選定校一覧）：https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_ai/mext_00005.html

大学・高専名 MDASH認定状況

札幌学院大学 リテラシー

北海学園大学 リテラシー

北海道科学大学 リテラシー/応用基礎

北海道情報大学 リテラシー/応用基礎

北星学園大学 リテラシー

北海道医療大学 リテラシー/応用基礎

函館工業高等専門学校 リテラシー

苫小牧工業高等専門学校 リテラシー/応用基礎

釧路工業高等専門学校 リテラシー/応用基礎

旭川工業高等専門学校 リテラシー/応用基礎

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_ai/mext_00005.html


2026年度からの情報系の専門学校の協議会参画に関する検討（案）

⚫ 高等教育機関としての位置づけの明確化

2024年の学校教育法改正により、専門学校は単位制導入、大学編入制度の整備等が実施され、2026年度か

ら施行、専門学校が高等教育機関として位置づけられることが一層明確となる（※）。

⚫ 道内におけるデジタル人材供給基盤

専門学校は地域就職率が高く、道内企業、特にDXを推進する企業にとって最も重要なデジタル人材の供給源と

なっている。また、職業実践専門課程などを通じ、実践的教育が行われており、システム開発をはじめとするデジタルス

キルを備えた即戦力人材を継続的に輩出している。

⚫ 即時参画が可能な学校の存在

道内にはすでに協議会への参画を希望する情報系の専門学校が存在しており、2026年度から協議会事業に速や

かに参画できる。
※http://souken.shingakunet.com/higher/2025/04/post-3475.html

2026年3月3日

スケジュール（案）

専門学校の協議会参画設置要綱の改定検討（案）の作成

2026年1月中 2026年4月1日以降

道内の情報系専門学校より、協議会に参画したい旨、事務局へ打診があったため、具体的検討を行った。背景：

2026年3月4日～
3月31日

33
本会議にて意見交換

http://souken.shingakunet.com/higher/2025/04/post-3475.html
http://souken.shingakunet.com/higher/2025/04/post-3475.html
http://souken.shingakunet.com/higher/2025/04/post-3475.html


2026年度事業方針案
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2026年度協議会事業方針案

会議スケジュール（予定）

WG会議：2026年6月頃
本会議：2027年３月頃

参画機関のネットワーク強化・提供プログラムの相互活用

(1)協議会参画機関が実施する、デジタル人材育成に関連する情報等を発信するメルマガの継続配信
(2)協議会参画機関が提供するプログラムとの連携 35

主な取り組み
デジタル人材育成
機能の強化 

（１）大学・高専等の実務家教員派遣等の希望に対する企業マッチングの拡大
• 連携を促進するプラットフォームを開設し、産学間のコミュニケーション基盤を構築。
• 過去に実施したプログラムをケースバンク化し、再利用を可能に。
• 講義や現場見学会を提供できる企業情報を収集し新規ケースとして格納（特にAI関連の講義ができる企
業を充実させる）。

（２）AI人材の育成（AIワークショップの開催）
• 学生・教員・道内IT企業が交流するアイデアソン、座談会、マッチングイベントを実施。
• 人材育成要素を強化するとともに学生と企業、教員と企業の接点を作ることで、将来的な人材確保にもつな
げる。

（３）社会人リスキリング推進
• AI関連の講座も充実している「北海道大学リスキリングプログラム（DREP）」、「経済産業省マナビDX」を
引き続き推進。

道内企業への就職
促進

（４）実践的インターンシップ支援（企業向けセミナー、インターンシップガイドブック）
• インターンシップは企業にとって重要な人材確保手段であることから、継続的に実施するとともに、2025年度
に作成したガイドブックの活用を企業へ促進する。

• 道内企業による大学・高専へのインターンシップ募集登録を後押しし、学生の参加拡大を図る。

その他 （５）2026年度からの情報系の専門学校の協議会参画



（参考）人工知能基本計画の概要

36
（出所）内閣府「人工知能基本計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_plan/ai_plan.html

https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_plan/ai_plan.html

